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Ⅰ 一般会計の状況 
 

１ 予算規模 
 

   一般会計当初予算の規模は、１兆４，４０６億６０百万円です。 

   なお、平成１９年度当初予算の規模（１兆４，４５２億９９百万円）と比較すると、

０．３％の減となっていますが、これは、平成１９年度途中に土地区画整理事業を  

特別会計に移行したためであり、この影響を除いて考えると、実質０．４％の増    

となっています。 

 

   ※ 地方財政計画の伸び 0.3％増（うち一般歳出の伸び0.0％増） 

国家予算の伸び   0.2％増（    〃    0.7％増） 

 

 

（参考） 会計別予算規模 

（単位：百万円、％） 

                            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 
２０年度 

①

１９年度 

②

増減額 

①-②=③ 

伸率 

③／② 

一 般 会 計 
1,440,660

   

1,445,299

(1,435,048)

▲4,639 

(5,612) 

▲0.3

(0.4)

特 別 会 計 

（20会計） 

844,707 799,607

(811,431)

45,100 

(33,276) 

5.6

(4.1)

公営企業会計 

（4会計） 
266,807 250,767 16,040 6.4

計 

（25会計） 

2,552,174 2,495,673

(2,497,246)

56,501 

(54,928) 

2.3

(2.2)

※（ ）は１９年度当初に土地区画整理事業を特別会計に移行したと仮定した場合の数値 
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２ 歳入の状況 

（単位：百万円、％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）県税は、税源移譲の平年度化に伴い、個人県民税が増加となりますが、最近の企業

収益や消費動向の伸び悩みの影響から法人関係税や地方消費税が減額となるため、 

全体としては前年度と同程度になる見込みです。 

（２）地方交付税と臨時財政対策債については、新たに地方再生対策費が創設されたこと

などにより国全体で約４,１００億円増額となったものの、教育職員や警察官の   

人件費等の需要が依然として低く抑えられていることから、本県については、前年度

と比べて約６９億円の減額となる見込みです。 

（３）県債は、土地区画整理事業の特別会計への移行などによる減要素があるものの、  

地方再生対策費の財源として臨時財政対策債が増額されたことや、退職手当債を増額

したことなどにより、前年度と比べて約６１億円、４．１％の増となっています。 

（４）繰入金は、財源対策として、土地造成整備事業会計からの借入金を６０億円増額  

したことなどにより、前年度に比べ５．７％の増となっています。 

２０　年　度 １９　年　度 増減額 伸び率

① 構成比 ② 構成比 ①-②=③ ③/②

県 税 798,129 55.4 797,272 55.2 857 0.1

[ う ち 法 人 関 係 税 ] [217,841] [15.1] [221,901] [15.4] [▲4,060] [▲1.8]

[ う ち 個 人 県 民 税 ] [275,833] [19.1] [261,522] [18.1] [14,311] [5.5]

[ う ち 地 方 消 費 税 ] [108,291] [7.5] [117,244] [8.1] [▲8,953] [▲7.6]

地 方 譲 与 税 4,487 0.3 4,487 0.3 0.0

地 方 特 例 交 付 金 8,250 0.6 2,660 0.2 5,590 210.2

[うち減収補てん特例交付金] [3,000] [0.2] [3,000] [皆増]

[うち特別交付金(減税補てん)] [2,700] [0.2] [460] [0.0] [2,240] [487.0]

地 方 交 付 税 132,000 9.2 149,700 10.4 ▲17,700 ▲11.8

国 庫 支 出 金 152,409 10.6 156,098 10.8 ▲3,689 ▲2.4

県 債 155,979 10.8 149,841 10.4 6,138 4.1

[ うち臨時財政対策債] [60,080] [4.2] [49,300] [3.4] [10,780] [21.9]

[ う ち 退 職 手 当 債 ] [25,000] [1.7] [20,000] [1.4] [5,000] [25.0]

繰 入 金 111,268 7.7 105,272 7.3 5,996 5.7

そ の 他 78,138 5.4 79,969 5.4 ▲1,831 ▲2.3

合　　計 1,440,660 100.0 1,445,299 100.0 ▲4,639 ▲0.3

区　　　　　　分
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３ 歳出の状況 

（単位：百万円、％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（１）人件費は、退職手当が引き続き増加したものの、給与の独自削減や給与構造改革  

などの効果により、全体としては約３６億円、０．６％の減となっています。 

（２）社会保障費は、後期高齢者医療制度の施行や障害者自立支援給付の伸びに伴う   

県負担の増などにより、約９５億円、６．４％の増加となっています。 

（３）普通建設事業については、土地区画整理事業の特別会計への移行や、国も公共事業

の削減を進めていることを踏まえた見直しを行ったことなどにより、前年度と比べて

約１１７億円、８．１％の減となっています。 

   なお、土地区画整理事業の特別会計への移行に伴う影響を除いて考えると、前年度

に比べて約２５億円、１．９％の減となっています。 

（５）繰出金は、新たに設置する「ちば中小企業元気づくり基金」への拠出などのため、

約３０億円、３．１％の増となっています。 

 

２０　年　度 １９　年　度 増減額 伸び率

① 構成比 ② 構成比 ①-②=③ ③/②

人 件 費 593,558 41.2 597,172 41.3 ▲3,614 ▲0.6

物 件 費 32,198 2.2 33,081 2.3 ▲883 ▲2.7

社 会 保 障 費 157,725 11.0 148,218 10.3 9,507 6.4

そ の 他 消 費 的 経 費 215,017 14.9 215,242 14.9 ▲225 ▲0.1

[ う ち 税 関 係 交 付 金 ] [105,054] [7.3] [103,764] [7.2] [1,290] [1.2]

普 通 建 設 事 業 費 132,582 9.2 144,340 10.0 ▲11,758 ▲8.1

    補　　　　  　　　助　 83,342 5.8 86,040 6.0 ▲2,698 ▲3.1

　　　 [うち一般公共] [68,983] [4.8] [72,308] [5.0] [▲3,325] [▲4.6]

    単　　　　　　　　独 49,240 3.4 58,300 4.0 ▲9,060 ▲15.5

公 債 費 171,684 11.9 170,800 11.8 884 0.5

繰 出 金 98,614 6.9 95,634 6.6 2,980 3.1

そ の 他 39,282 2.7 40,812 2.8 ▲1,530 ▲3.7

合　　計 1,440,660 100.0 1,445,299 100.0 ▲4,639 ▲0.3

区　　　　　　分
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４ 年間収支見通しについて 

 県税は前年度当初と同程度の見込みですが、これに恒久的な減税分の補てん措置

である特別交付金などを加えた実質的な県税収入でみると、６１億円程度の増額が

見込まれます。 

 しかしながら、地方交付税と臨時財政対策債については、国全体で４，１００  

億円程度増加したものの、教育職員や警察官の人件費等の需要が依然として低く 

抑えられていることから、６９億円程度の減額となる見込みであり、結果的に    

主要な一般財源では８億円の減収となってしまいます。 

 

（参考）                           （単位：億円） 

区    分 ２０年度 １９年度 増 減 

県 税 ① ７，９８１ ７，９７２ ９

減収補てん特例交付金 ② ３０  ３０

特別交付金（減税補てん） ③ ２７ ５ ２２

実質的な県税（①～③） Ａ ８，０３８ ７，９７７ ６１

地 方 交 付 税 ④ １，３２０ １，４９７ ▲１７７

臨 時 財 政 対 策 債 ⑤ ６０１ ４９３ １０８

地方交付税等（④,⑤） Ｂ １，９２１ １，９９０ ▲６９

主要一般財源 Ａ＋Ｂ ９，９５９ ９，９６７ ▲８

 

一方、社会保障費や退職手当などの義務的経費は、２０年度も引き続き増加し、

大きな歳出圧力となっていることから、依然として厳しい財政状況が続きます。 
 

そこで、予算編成にあたっては、さらに徹底した事務事業の見直しを行うと  

ともに、退職手当債などの特例的な地方債の活用や企業庁からの借り入れなど可能

な限りの財源対策を行いましたが、当初予算段階では、まだ１４５億円の財源不足

が生じています。 
 

 このため、２０年度についても、過去２年間と同様に、執行時期が年度末となる

退職手当を計上留保せざるを得ませんでした。 
 

この財源不足については、今後、執行段階におけるさらなる経費の節減や、滞納

額の縮減による県税収入の確保などに努めることにより、なんとか２０年度中に 

解消するよう努めてまいります。 
 

  また、国に対しては、引き続き地方の行政需要を的確に把握した上で、地方   

交付税総額の復元を行うよう強く求めていくとともに、県独自の新たな税財源の 

確保策についても検討を進めてまいります。 
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(参考) 

○平成２０年度地方財政対策の概要 

地方財政計画の規模    83 兆 4,000 億円程度(前年度比+2,700 億円程度、+0.3％程度) 

地方一般歳出       65 兆 7,600 億円程度(前年度比  +300 億円程度、+0.0％程度) 

一般財源総額       59 兆 8,900 億円程度(前年度比+6,600 億円程度、+1.1％程度) 

 地方税         40 兆 4,700 億円程度(前年度比+1,000 億円程度、+0.2％程度) 

実質的な地方交付税の総額 18 兆 2,400 億円程度(前年度比+4,100 億円程度、+2.3％程度) 

地方交付税       15 兆 4,100 億円程度(前年度比+2,000 億円程度、+1.3％程度) 

臨時財政対策債      2 兆 8,300 億円程度(前年度比+2,000 億円程度、+7.7％程度) 

 

 

 ○地方再生対策費について 

地方税の偏在を是正するため、法人事業税（地方税）の約半分をいったん地方法人   

特別税（国税）としたうえで、人口と従業員数を基準に地方へ再配分（地方法人特別    

譲与税）する税制改正が行われることとなりました。（２０年１０月以降の法人の事業年度

から適用となるため、予算上の影響は実質２１年度からとなります。） 

   この再配分により生じる財源を活用して、地方が自主的、主体的に取り組む活性化   

施策に必要な歳出を、地方再生対策費として、２０年度から地方交付税の算定に盛り込む

こととされました。 

   しかしながら、税制改正の影響が出るまでは財源が生じないため、それまでの間は都道

府県が臨時財政対策債を増額して発行することで、その財源に充てることとされました。 

    このため、千葉県の臨時財政対策債も増額となっています。 

 

 

○特別交付金（減税補てん）と減収補てん特例交付金について 

特別交付金（減税補てん）とは、現在行われている法人関係税の恒久的な減税措置に  

伴う地方税の減収分を補てんするために、国が地方に交付するものです。 

減収補てん特例交付金とは、所得税（国税）から住民税（地方税）への税源移譲に伴い、

個人住民税における住宅ローン控除が適用されることとなったため、この控除による地方

税の減収分を補てんするために国が地方に交付するもので２０年度から新設されます。 
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５ 行財政システム改革への取組み 
 
千葉県行財政システム改革行動計画に基づく平成２０年度の取組みは、以下のとおり 

です。 

                   (単位：百万円) 

効 果 額 
区 分 主 な 取 組  規 模 一般財源 

○人件費の抑制 

・定員適正化計画に基づいた職員数の 

削減等によるもの 

・給与構造改革等によるもの 

▲3,732  

(▲500) 

 

(▲3,232) 

▲3,210 

(▲430)

(▲2,780)

内 部 管 理 的 

経費の抑制 

○物件費の抑制（事務の効率化・節減等） ▲882  ▲1,195 

投 資 的 経 費 
の 抑 制 

○事業の精査による抑制 

・うち補助事業 

・うち単独事業 

▲2,499  

(▲39) 

(▲2,460) 

▲1,962 

(▲755)

(▲1,207)

一般行政経費 

の 抑 制 
○事業の精査による抑制 ▲2,534  ▲356 

歳 出 抑 制 の 合 計           ▲9,647  ▲6,723 

○県税収入の確保 

・収入歩合の向上(95.3％→96.0％) 

・法人県民税超過課税の実施 

10,005 

(5,846)

(4,159)

○使用料、手数料の見直し 225 

自主財源の 

確 保 

○未利用県有地の売却 2,000 

歳 入 確 保 の 合 計           12,230 

 

 

 

（参考） 

（１）職員数の削減について 

定員適正化計画（平成１８年度～平成２２年度の５年間）に基づき、県の役割

の見直しや事業の選択と集中などを積極的に進め、業務量に見合った定員適正化

に取り組み、定数の見直しを行っています。 

 

【見直しの状況】 

区 分 19 年度 20 年度 増 減 

知事の事務部局の職員 

のうち大学以外の職員 
8,104 人 7,804 人 ▲300 人 

教 職 員 40,862 人 40,801 人 ▲61 人 
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（２）給与構造改革とは、国の給与構造の改革に準じ、給料表水準の引下げなどの見直

しを行うもので、平成１８年４月から実施しています。 

   この結果、平成１９年度の本県のラスパイレス指数は、国の水準である 100 を  

下回る 99.6 となっており、全国順位は２７番目となっています。 

    

  

 

※ その他、県独自の給与抑制措置として、一般職（若年層職員を除く）の給料月額の 

１．３％・３．０％の減額(平成１９年８月から平成２１年７月)と、一般職の管理職 

手当の減額措置(平成１５年１月から平成２１年７月）を実施するとともに、知事等 

特別職の給料についても、引き続き減額を行っています。 

 

主な項目 抑制措置の内容 

一般職の給与の 

減額 

給料月額及びこれに係る地域手当を減額 

管理職手当受給職員                ： 3.0％ 

一般職員                      ： 1.3％ 

若年層職員(おおむね 20 歳代)        ：対象外 

一般職の管理職

手当の減額 

本庁課長級以上の職員                 ：10.0％ 

その他の管理職手当受給者            ： 5.0％ 

                             

 

 

（３）使用料・手数料などの主な見直しの状況 

・介護支援専門員研修手数料（新規）              9 百万円 

・薬事法登録販売者試験等手数料（新規）         1 億 92 百万円 

・プレジャーボート使用者に対する岸壁物揚場使用料      18 百万円 

（船橋ボートパークを追加）                

・広告事業（自動車税納税通知書用封筒広告掲載）       1 百万円 
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６ 地方債の状況 

(１)県債発行額 

○ 普通建設事業等の見直しに伴い、建設地方債は９６億円の減少となりましたが、

大量退職に対応するため退職手当債を５０億円増額したことや、交付税の身代わり

である臨時財政対策債が１０８億円増額となる見込みであることから、県債発行額

は前年度(１，４９８億円)に比べ６２億円増の１，５６０億円となる見込みです。 

・建設地方債      ▲９６億円（１９当初 ８０５億円→２０当初 ７０９億円) 

・退職手当債      ＋５０億円（１９当初 ２００億円→２０当初 ２５０億円) 

・臨時財政対策債   ＋１０８億円（１９当初 ４９３億円→２０当初 ６０１億円) 

 

○地方債依存度は、１０．８％〈国の平成２０年度地方財政計画 １１．５％〉となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）県債残高の推移 

○ 平成２０年度末の県債残高は、２兆５，０５５億円となる見込みです。 

（県民一人当たり４１万４千円） 
  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇県債の新規発行額の推移

1,269 1,374
1,755

997 1,156
806 715 770 709

505

1,207 905

671 605 493 601

250
200120

30

23

2331

296
70

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

Ｈ12 13 14 15 16 17 18 19 20 年度

億円

建設地方債 退職手当債 臨時財政対策債・減税補てん債

◇県債残高の推移

17,660 18,246 19,059 19,108 19,228 18,996 18,757 18,589 18,470

3,651 4,266 4,827 5,281 5,815

770169
146

190 217 214 210 327 523

2,7921,6311,171
910

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

Ｈ12 13 14 15 16 17 18 19 20 年度

億円

建設地方債 退職手当債 臨時財政対策債・減税補てん債

2,283 2,234 
2,061

1,477 1,440

20,880

※１８年度までは決算額、１９年度は９月現計、２０年度は当初予算 
※残高から特別会計土地区画整理事業分を控除した 

19,586 
22,117

23,093 23,472
23,911

18,716 

24,393 

1,463 
1,370 

1,693 

※１８年度までは決算額、１９年度は９月現計、２０年度は当初予算 
※特別会計土地区画整理事業分を控除した 

1,560

25,055
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(参考) 

① 実質的な県債残高の推移 

 満期一括償還分の積立基金の使途は、県債の償還に限られることから、これを県債残高か

ら控除したものが実質的な残高となります。平成２０年度末の実質的な県債残高は、     

２兆３，１２３億円となる見込みです。 

なお、臨時財政対策債・減税補てん債を除く建設地方債等の残高については、減少する 

傾向となっています。 

◇実質的な県債残高の推移(満期一括償還積立基金を控除した残高)

17,401 17,840 18,555 18,578 18,699 18,158 17,657 17,251 16,826

3,625 4,209 4,735 5,117 5,549

748507316204
214217190

146
169

897
1,152

1,606 2,766

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

Ｈ12 13 14 15 16 17 18 19 20
年度

億円

建設地方債 退職手当債 臨時財政対策債・減税補てん債

 

② 普通会計決算における県民一人あたりの県債残高の推移 

 全国的な比較ができる普通会計決算による平成１８年度の一人当たりの県債残高は、３８

万１千円であり、全国 (都道府県合計)の６２万８千円に対して低い水準で推移しています。 

 

 

20,351 

※１８年度までは決算額、１９年度は９月現計、２０年度は当初予算 
※残高から特別会計土地区画整理事業分を控除した 

19,161

21,561
22,538 22,571 22,708 

18,444 

22,875 

17,547 18,009 
18,745 18,795 18,913 18,362

17,973 17,758 17,574

23,123

180
218

246
276

303 319 325 335 352 371 386 385 381

316

372
418

457
502

534 551 566
589

610 624 623 628

0

100

200

300

400

500

600

700

6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18

千葉県 全国(都道府県合計)
千円

※ 地方債残高は総務省都道府県財政状況調査（H18 は総務省報道資料「都道府県普通会計決算の概要」）

人口は各年度末の住民基本台帳に基づき、１人当たりの残高を算定 


